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平成 23 年９月 15 日 

各      位 

会 社 名  株式会社ﾃﾞ･ｳｴｽﾀﾝ･ｾﾗﾋﾟﾃｸｽ研究所 

代表者名  代表取締役社長  日高 有一 

（コード番号：４５７６）  

問合せ先 取締役総務管理部長  橘 信綱 

Ｔ Ｅ Ｌ ０５２－２１８－８７８５  

 

第三者割当により発行される第６回新株予約権の発行及び 

コミットメント条項付き第三者割当契約の締結に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年９月 15 日開催の当社取締役会において、第三者割当による第６回新株予約権（以下

「本新株予約権」といいます。）の発行及び並びにマイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社（以

下「マイルストーン社」といいます。）との間で、コミットメント条項付き第三者割当契約（以下「本契約」

といいます。）を締結することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

記 

１．募集の概要 

（１） 発 行 期 日 平成 23 年 10 月３日 

（２） 新 株 予 約 権 の 総 数 300 個 

（３） 発 行 価 額 総額 1,889,100 円（新株予約権１個につき 6,297 円） 

（４） 
当 該 発 行 に よ る 

潜 在 株 式 数 
3,000,000 株（新株予約権１個につき 10,000 株） 

（５） 

調 達 資 金 の 額 

（新株予約権の行使

に際して出資される

財 産 の 価 額 ） 

415,889,100 円（差引手取概算額: 408,889,100 円） 

（内訳）新株予約権発行分： 1,889,100 円 

新株予約権行使分：414,000,000 円 

差引手取概算額は、本新株予約権の払込金額の総額及び本新株予約権の

行使に際して出資される財産の価額の合計額を合算した金額から、本新

株予約権にかかる発行諸費用の概算額を差し引いた金額となります。 

（６） 行 使 価 額 138 円（固定） 

（７） 
募 集 又 は 割 当 方 法 

（ 割 当 予 定 先 ） 
マイルストーン社に対する第三者割当方式 

（８） そ の 他 

① 行使価額及び対象株式数の固定 

本新株予約権は、行使価額固定型であり、価格修正条項付きのいわ

ゆる MSCB や MS ワラントとは異なるものであります。 

② 行使指示条項 

当社は、本契約に基づき、次の場合にはマイルストーン社に対して

本新株予約権の行使を指示（以下「行使指示」といいます。）するこ

とができます。 

当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の株式会社大阪

証券取引所 JASDAQ 市場（グロース）（以下「JASDAQ 市場」といいま

す。）における当社普通株式の普通取引の終値単純平均が本新株予約

権の行使価額（138 円）の 115％（158 円）を超過した場合、当社は、

当該日の当社株式の出来高の 15％にもっとも近似する株式数とな
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る個数を上限として割当予定先に本新株予約権の行使指示をするこ

とができます。 

また、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の JASDAQ

市場における当社普通株式の普通取引の終値単純平均が本新株予約

権の行使価額の 130％（179 円）を超過した場合、当社は、当該日の

当社株式の出来高の 20％にもっとも近似する株式数となる個数を

上限として割当予定先に本新株予約権の行使指示をすることができ

ます。 

なお、本行使指示は２連続取引日続けて指示出来ず、行使指示の株

数はマイルストーン社と当社の代表取締役社長である日高有一が締

結した株式貸借契約の範囲内(500,000 株)としております。 

③ 行使条件 

本新株予約権の行使により、行使に係る本新株予約権の新株予約権

者が保有することとなる当社株式総数が、本新株予約権の発行決議

日（平成 23 年９月 15 日）時点における当社発行済株式総数

（17,318,900 株）の 10％（1,731,890 株）を超えることとなる場合

の、当該 10％を超える部分に係る新株予約権の行使はできない旨の

行使条件が付されております。 

④ 取得事由 

当社は、本新株予約権の割当日から３ヶ月を経過した日以降いつで

も、本新株予約権の新株予約権者に対し、取得する日の20営業日ま

でに事前通知を行うことにより、残存する本新株予約権の全部又は

一部を本新株予約権１個につき6,297円で取得することができます。

⑤ 譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要する旨の

制限が付されております。 

 （注）本新株予約権の発行要項を末尾に添付しております。 
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２．募集の目的及び理由 

（１）本新株予約権の発行の目的及び理由 

当社は、プロテインキナーゼ（注１）阻害剤（注２）を中心とした新薬候補化合物の創製を手がける創薬

バイオベンチャーです。当社の創薬基盤技術である、独自に開発した化合物ライブラリー（注３）、細

胞内情報伝達（注４）研究に由来する分子薬理学（注５）に基づくノウハウ、当社独自の標的タンパク質（注

６）の同定（注７）方法であるドラッグ・ウエスタン法（注８）を活用することで、基礎研究に特化した研

究開発により、新薬候補化合物の創製を行っております。 

 製薬会社へのライセンスアウト（注９）が完了した当社が保有する３つのパイプライン（注 10）のうち、

抗血小板剤（注 11）「Ｋ-134」については米国前期第Ⅱ相臨床試験及び国内前期第Ⅱ相臨床試験を終了

し、国内後期第Ⅱ相臨床試験以降の実施へ向けた準備が進められております。また、緑内障治療剤（注

12）「Ｋ-115」については、国内第Ⅲ相臨床試験が開始されており、抗がん剤「HMN-214」については、

米国第Ⅰ相臨床試験を終了しております。 

 新規開発品については、新規緑内障治療剤の化合物 適化を終え、作用メカニズム（注 13）の解明を

進める一方、ライセンスアウトに向けた活動を進めております。また、シグナル伝達（注４）阻害剤開

発プロジェクトについては、リード化合物（注 14）の選定に向けた研究開発活動を実施しております。 

 医薬品の開発は基礎研究段階から承認取得に至るまで長期間かつ多額の資金を要する事業であり

ます。当社においては基礎研究に特化しており、一定段階(現在のところ非臨床試験に到達する前の

段階を基準としております。)に到達した開発品について、製薬会社へのライセンスアウトを実施し

ております。これにより、臨床開発の推進に強みを持つ製薬会社等が開発を行うこととなり、自社で

の開発を継続する場合に比べて、早期の上市（注 15）が期待されるとともに、低コストでの開発体制を

構築しております。しかしながら、研究開発型の創薬バイオベンチャーであることから、その事業モ

デルの特徴として、新規開発品にかかる研究開発投資が先行して計上されるため、ライセンスアウト

済パイプラインが上市し、ロイヤリティ収入を確保できる体制となるまでは、経常的な収入を計上す

ることができません。 

 当社は平成 22 年 12 月期におきまして、新規緑内障治療剤のライセンスアウトを計画しておりまし

たが、交渉相手との合意に至らず、平成 23 年 12 月期以降へライセンスアウト計画を修正したことに

伴い、当期純損失 418 百万円を計上いたしました。また、平成 23 年２月 10 日発表の「マイルストー

ン開示に係る事業計画について（平成 23 年 12 月期～平成 25 年 12 月期）」（以下「マイルストーン開

示」といいます。）において開示いたしましたとおり平成 23 年 12 月期から平成 25 年 12 月期までは

連続して当期純損失の計上を見込んでおります。手元資金につきましては、平成 22 年 12 月期末の現

金及び預金残高は平成 21 年 12 月期末の 1,372 百万円に対して 430 百万円減少して 942 百万円、平成

23 年６月末においては平成 22 年 12 月期末の 942 百万円に対して 187 百万円減少して 755 百万円と

なっております。当社では、今後マイルストーン開示に記載した事業計画通り進捗した場合には、平

成25年12月期以降において資金不足となり研究開発活動等の事業継続に支障が生じることが想定さ

れるため、それまでの間に資金調達の実施若しくは事業計画の見直しを行う必要があるものと考えて

おります。 

以上によりまして、当社では、マイルストーン開示を行いました平成 23 年２月 10 日以降、当社の

財務基盤の充実を図り、平成 25 年 12 月期以降の研究開発活動の継続及び開発品のライセンスアウト

を実現するため、「（２）本資金調達方法を選択した理由」に記載の通り、間接金融・直接金融を含め

た各種資金調達方法を検討してまいりました。主に事業会社及び金融機関等を割当先とする第三者割

当増資について検討を重ねた結果、当社が期待する企業価値向上に繋がる条件下での割当先を見つけ

ることは困難であり、その他資金調達方法（公募増資、株主割当増資等）についても当社の現況及び

今回の資金調達方法と比較して適当ではないと判断し、今回の資金調達方法を選択するに至りました。 

今後当社の企業価値を高め、継続的な研究開発活動を実施するためには、ライセンスアウト済パイ

プラインの順調な臨床試験の進捗によるマイルストーン収入の獲得、及び、上市後のロイヤリティ収

入の獲得による経常的な収益の確保が必要であると共に、新規開発品の継続的な開発によるパイプラ
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インの拡充とそのライセンスアウトによる収益の獲得が不可欠であると考えております。 

 今回の調達資金は、これらを中期的に達成するための研究開発資金及び事業運営の運転資金として

充当する予定であり、研究開発を着実に推進することは中長期的な企業価値向上のため既存株主の皆

様の利益に資するものであると判断しております。 

なお、本資金調達を進めるとともに、当社が期待する企業価値向上に繋がる第三者割当増資等その

他の資金調達方法についても引き続き検討してまいります。 

 

＜用語解説＞ 

 

（注１）プロテインキナーゼ 

ATP(アデノシン三リン酸と言われ、体内で作られる高エネルギー物質)等の生体のエネルギーの元

となる低分子物質等のタンパク質分子にリン酸基を付加する(リン酸化)酵素です。タンパク質をリン

酸化するキナーゼをプロテインキナーゼと呼び、タンパク質以外のものをリン酸化するものをキナー

ゼと言います。 

 

（注２）阻害剤 

生体内の様々な酵素分子に結合して、その酵素の活性を低下若しくは消失させる物質を指します。

医薬品としては、この酵素の活性を低下若しくは消失させることにより、病気の治療薬として利用し

ております。 

 

（注３）化合物ライブラリー 

化合物ライブラリーとは、当社が長年にわたり蓄積してきた新薬候補化合物のタネの基となる化合

物群です。これらの化合物の一つ一つは特徴的な性質を有しており、これらを基として、基礎研究や

新薬候補化合物発見に役立てます。 

 

（注４）細胞内情報伝達（シグナル伝達） 

神経やホルモン等の細胞外からのシグナル(信号)を細胞内の必要な箇所へ伝えるシステムのこと

を言います。別の言い方では、シグナル伝達とも言います。 

 

（注５）分子薬理学 

薬理学とは薬物が生体に対して、どのように影響を与えて効果を発揮しているかを調べたり、薬物

を用いて生体の機能を明らかにする学問のことです。分子薬理学とはその薬理学の調査の対象を生物

の化学的性質を失わない 小の構成単位、つまり遺伝子の単位で調べる学問です。 

 

（注６）標的タンパク質 

薬物が作用する相手のタンパク質を標的タンパク質と呼びます。生体はタンパク質が生体内で相互

に作用することによって機能しておりますが、多くの病気はタンパク質の異常な働きによって引き起

こされております。これらの病気には標的となるタンパク質が必ずあると考えられております。 

 

（注７）同定 

単離した化学物質が何であるかを決定することを指します。 

 

（注８）ドラッグ・ウエスタン法(日本、欧州等４カ国で特許登録) 

薬物の標的タンパク質の同定に使うバイオテクノロジーを応用した手法で、当社が発明し特許を保

有しております。複雑なタンパク質精製プロセスを介せず、薬物が結合する少量のタンパク質を検出

し、その遺伝子を同定することにより標的タンパク質を見出すことができる方法です。 
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（注９）ライセンスアウト 

新薬候補化合物についての特許の実施権を、製薬企業等へ許諾することを言います。 

 

（注 10）パイプライン 

薬剤ごとの創薬から販売までの開発プロジェクトのことを言います。 

 

（注 11）抗血小板剤 

抗血小板剤とは血小板(血液の成分の１つで血液の凝固や止血に重要な役割を果たしている成分)

が有する機能の 1つである凝集機能を阻害(抑制)する薬です。 

 

（注 12）緑内障治療剤 

緑内障とは視神経(網膜を含む)障害で眼底に特異的な異常が発生し、視野が欠損(視野狭窄)してい

く病気です。緑内障治療剤とはその緑内障による視野の欠損を抑える若しくは改善させる薬です。 

 

（注 13）作用メカニズム 

薬物が作用する仕組みのことを言います。近年は薬物作用の明確化の重要性が高まっており、この

作用メカニズムの解明が新薬開発において注目されております。 

 

（注 14）リード化合物 

リード化合物とは、医薬品候補化合物としての十分な活性や物性を有する化合物をいいます。リー

ド化合物はその後、効果や安全性をより高め、生体内での吸収、代謝、排泄などを考慮して医薬品と

して望ましい性質を持った化合物に 適化されます。 

 

（注 15）上市 

新薬が承認され、実際に市場に出る（市販される）ことを言います。 

 

（２）本資金調達方法を選択した理由 

資金調達方法を検討するにあたり、「（１）本新株予約権の発行の目的及び理由」に記載の資金確

保を目的とし、間接金融・直接金融を含めた多様な資金調達方法を検討してまいりましたが、かか

る検討において、当社は次の理由により第三者割当による本新株予約権の発行を行うことが 善で

あるとの結論に至りました。 

 

① その他の資金調達方法の検討について 

当社は、この度の資金調達に際して、銀行借入、公募増資、株主割当増資、第三者割当増資等の資

金調達方法を検討いたしました。まず、当社の現況において、銀行借入による調達は事実上困難な状

況であります。そのため、既存株主の皆様の株式価値希薄化というリスクを伴いつつも、エクイティ・

ファイナンスに依拠せざるを得ない状況であります。また、第三者割当増資による新株式の発行は資

金調達が一時に可能になりますが、割当予定先の保有方針・投資目的や規模によっては主要株主の異

動が発生し、経営方針の急激な転換が行なわれた場合、当社の企業価値が毀損することで既存株主利

益を害する可能性があることから、当社が期待する企業価値向上に繋がる条件下での割当予定先を見

つけることは困難であったため資金調達方法として適当ではないと判断いたしました。公募増資及び

株主割当増資については、調達に要する時間及びコストも新株予約権より割高であること、また、同

時に将来の１株当たりの期待利益の希薄化も一度に引き起こすため、株価に対する直接的な影響が大

きいとも考えられ、当社の業績及び無配が続いている現状や、昨今の金融情勢・資本市場の状況を勘

案した結果、今回の資金調達方法として適当ではないと判断いたしました。しかしながら、当社とい



 

- 6 - 
 

たしましては、前述いたしましたように、新規開発品の継続的な開発によるパイプラインの拡充のた

めには、一定規模の資金調達が必要となります。 

この点、今回の割当予定先に対する新株予約権の発行という資金調達方法は、他の増資施策と比較

して以下の「②本資金調達方法（第三者割当による新株予約権発行）」に記載の特徴があり、現時点

において行い得る 良のものと判断いたしました。 

 

② 本資金調達方法(第三者割当による新株予約権発行) 

今回の割当予定先に対する新株予約権の発行という資金調達方法を採用した場合、新株予約権の性

質上、行使期間中に株価が行使価額を一定以上上回らない場合には割当予定先による行使が行われま

せん。そのため、一時に払込みが行われず、予定された資金が調達されるまでに一定の時間を要しま

す。また、当社の株価状況によっては、想定している資金調達ができない可能性があります。従いま

して、本新株予約権の行使が進まず、本新株予約権による資金調達が困難になった場合は、事業計画

の見直しを行うとともに、別途資金調達方法の検討を引き続き進めていく所存であります。 

本資金調達方法において、このような調達リスクはございますが、世界的な景気先行き不安による

資本市場の混乱により、今後のエクイティ・ファイナンスでの調達リスクが増す可能性を考慮し、上

記「２．募集の目的及び理由」でご説明いたしました通り、当社の業績が今後事業計画通り推移した

場合には、平成25年12月期以降において資金不足となり、研究開発活動等の事業継続に支障が生じる

ことが想定される状況にあるため、今の時期に本新株予約権を発行して一定規模の資金を確保して資

金不足を回避しておくことが必要であると判断し、本資金調達方法を選択いたしました。本資金調達

方法の特徴は以下の通りです。 

本資金調達方法の大きな特徴は、当社が主体となり設計できることにあり、現時点において他の増

資施策と比較して優れていると判断いたしました。具体的には、本新株予約権の割当予定先には投資

目的、保有方針等に関して、以下の点を要請しております。 

・純投資であることの表明と実際に純投資実績を有すること 

・株式価値の急激な希薄化をもたらさないこと 

・大株主として長期保有しないこと（本新株予約権の発行条件として、本新株予約権の発行決議

日（平成 23 年９月 15 日）時点における当社発行済株式総数の 10％を超えることとなる場合の、

当該 10％を超える部分に係る新株予約権の行使はできない旨の行使条件を付しております。な

お、割当予定先の保有方針・投資目的や規模によっては主要株主の異動が発生し、経営方針の

急激な転換が行なわれた場合、当社の企業価値が毀損することで既存株主利益を害する可能性

があることから、割当予定先が主要株主とならない範囲に保有株式を制限する目的で当該 10％

を上限と設定しております。） 

・環境や状況の変化に応じて当社がより有効な資金調達方法を見出せた場合に迅速に買戻しが実

行できるように取得条項を付すこと 

 

当社が本資金調達方法を他の資金調達方法と比較して優れていると判断した理由は、以下の通

りです。 

 

1. 株式価値希薄化への配慮 

 本新株予約権の割当予定先は純投資目的であるため、当社の業績・株式市況環境により株価

が行使価額を上回らない場合、本新株予約権の行使は行われません。また一方で、本契約にお

いて、株価が行使価額を一定以上上回った場合には、当社が割当予定先に対し、一定割合の行
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使指示が可能な条項が規定されます。これらにより、既存株主の皆様の株式価値希薄化に配慮

した資金調達が可能と考えております。 

2. 流動性の向上 

 本新株予約権の行使により発行される株式総数は、当社発行済株式総数の 17.32％

(3,000,000 株)ですが、本新株予約権には、本新株予約権の行使により、行使に係る本新株予

約権の新株予約権者が保有することとなる当社株式総数が当社発行済株式総数の 10％（平成

23 年９月 15 日現在 1,731,890 株）を超えて行使できない旨の行使制限が付されております。

したがって、割当予定先が本新株予約権の全部を行使するためには、割当予定先が新株予約権

の行使により取得する当社株式を、順次売却する必要があり、かかる売却に伴い、流動性の向

上が見込まれます。 

3. 資金調達の柔軟性 

 本新株予約権には取得条項が付されており、当社取締役会決議により発行価格と同額で本新

株予約権の新株予約権者から当社が取得することが可能となっております。また、本契約にお

いては、割当予定先に割当てられる本新株予約権の半数を上限として、当社が割当予定先に対

し、他の第三者への譲渡指示を行うことが可能となる条項が規定されます。これにより、当社

がより有利な資金調達方法、もしくは、より有利な資金調達先が確保できた場合はそちらに切

り替えることが可能となります。 

また、本契約においては、一定の条件下で当社から割当予定先に対し、本新株予約権の行使

指示が可能となる条項が規定されます。 

本新株予約権が行使され、自己資本が増加することにより財務基盤が安定し、調達資金の研

究開発活動への投入により、新規開発品の進捗を図り、パイプラインの充実を進めることが、

既存の株主の皆様をはじめステークホルダー各位の利益向上に繋がるものと考えております。 

4. 行使の促進性 

 本新株予約権の内容及び本新株予約権の割当予定先であるマイルストーン社との間で締結

が予定されている本契約においては、一定の条件下で当社からの行使指示が可能となる後述の

「（３）本新株予約権の特徴について ②行使指示条項」に記載する特徴を盛り込んでおりま

す。併せてマイルストーン社と当社の代表取締役である日高有一が平成 23 年９月 15 日締結し

た株式貸借契約において、対象となる株式数の 500,000 株について同社が本新株予約権の行使

の結果保有することとなる当社普通株式の数量の範囲内において、市場で売却すること（つな

ぎ売り）に限る旨合意しており、本新株予約権の行使の促進が見込まれます。 

 
（３）本新株予約権の特徴について 

本新株予約権のスキームは、新株予約権の行使価額と対象株式数を固定することにより、既存株

主の皆様の株主価値の希薄化の抑制を図りつつ、株価と出来高の制約の下、具体的な資金需要が決

定された時点において機動的な資金調達を実行することを目的として設定されており、以下の特徴

があります。 

① 行使価額及び対象株式数の固定 

本新株予約権は、昨今、市場の公平性や既存株主の皆様への影響といった点から懸念が示さ

れている価格修正条項付きのいわゆる MSCB や MS ワラントとは異なるものであり、行使価額及

び対象株式数の双方が固定されており、既存株主の皆様の株主価値の希薄化に配慮したスキー

ムとなっております。発行当初から行使価額は 138 円で固定されており、将来的な市場株価の

変動によって行使価額が変動することはありません。また、本新株予約権の対象株式数につい

ても発行当初から 3,000,000 株で固定されており、将来的な市場株価の変動によって潜在株式

数が変動することはありません。 

なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、行使価額及び対象株式数の双方が本新株

予約権の発行要項に従って調整されます。 
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② 行使指示条項 

本契約においては、以下の行使指示条項が規定されております。 

すなわち当社は、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の JASDAQ 市場におけ

る当社普通株式の普通取引の終値単純平均が本新株予約権の行使価額の一定以上を超過した場

合（かかる場合を以下「条件成就」といいます。）、市場環境及び他の資金調達方法等を総合的

に検討し、当社の裁量により、当社普通株式の出来高数に応じた一定個数を上限に、当社が本

新株予約権の行使を指示（以下「行使指示」といいます。）することができます。行使指示を受

けた割当予定先は、原則として 10 取引日以内に当該行使指示に係る本新株予約権を行使するた

め、株価、出来高等の一定の条件を満たすことを前提として、当社の資金需要に応じた機動的

な資金調達が期待されます。 

各行使指示は、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の JASDAQ 市場における

当社普通株式の普通取引の終値単純平均が本新株予約権の行使価額の 115％を超過した場合に、

条件成就の日の JASDAQ 市場における当社普通株式の出来高の 15％を、本新株予約権１個の目

的である株式の数 10,000 株で除し、１未満の端数を四捨五入することによって得られた個数を

上限として行われます。 

また、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の JASDAQ 市場における当社普通

株式の普通取引の終値単純平均が本新株予約権の行使価額の 130％を超過した場合には、条件

成就の日の JASDAQ 市場における当社普通株式の出来高の 20％を、本新株予約権１個の目的で

ある株式の数 10,000 株で除し、１未満の端数を四捨五入することによって得られた個数を上限

として行われます。従いまして、上述の計算に基づく行使指示の上限個数が１に満たない場合

は、当社は行使指示することができません。 

なお、本行使指示は、直近７連続取引日（条件成就日を含む。）の行使指示により発行される

こととなる当社普通株式の数の累計が、割当予定先と当社の代表取締役社長である日高有一が

締結した株式貸借契約（後記「６.割当予定先の選定理由等（5）株式貸借に関する契約」をご

参照下さい。）に基づき保有している当社普通株式の数を超えないように行われます。 

また、本行使指示は２連続取引日指示できず、行使指示の株数は上記株式貸借契約の範囲内

（500,000 株）としております。更に行使条件として定められている通り、本新株予約権の発

行決議日（平成 23 年９月 15 日）時点における当社発行済株式総数の 10％（1,731,890 株）を

超えて割当予定先が当社株式を保有することとなる場合は、当該 10％を超える部分は行使指示

いたしません。 

 

③ 取得条項 

本新株予約権には、本新株予約権の割当日（平成 23 年 10 月３日）から３ヶ月を経過した日

（平成 24 年１月３日）以降いつでも、取得する日の 20 営業日までに事前通知を行うことによ

り、本新株予約権１個当たりにつき本新株予約権１個当たりの払込価額（6,297 円）で、本新

株予約権の全部又は一部を当社が取得することができる旨の取得条項が付されております。 

当社は、かかる取得条項により、事業戦略の進捗次第で将来的に資金調達ニーズが後退した

場合、又は、より有利な他の資金調達方法が確保された場合には、当社の判断により取得条項

に従い本新株予約権者の保有する新株予約権の全部又は一部を当社が取得することができ、本

新株予約権の発行後も資本政策の柔軟性を確保することができます。 

④ 譲渡制限 

本新株予約権は、割当予定先に対する第三者割当で発行されるものであり、かつ譲渡制限が

付されており、当社取締役会の承認がない限り、割当予定先から第三者へは譲渡できません。

また、本契約において、当社取締役会の承認を得て、割当予定先が第三者に本新株予約権を譲

渡する場合には、上記②記載の行使指示条項を含む本契約上の割当予定先の地位が、譲渡先に

も承継される旨の条項が規定されます。さらに、より有利な他の割当予定先が確保された場合
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等に備え、本契約において、当社の判断により割当予定先に対して、割当予定先に割当てられ

る本新株予約権の半数を上限として、他の第三者への譲渡指示を行うことが可能となる条項が

規定されます。 

 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

調達する資金の額 415,889,100 円

内訳（本新株予約権の発行による調達額 ） 1,889,100 円

（本新株予約権の行使による調達額） 414,000,000 円

発行諸費用 概 算額 7,000,000 円

差引手取概算額 408,889,100 円

（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２．発行諸費用の内訳 

a.新株予約権に関わる設計・評価料等 3,000,000円 

株式会社プルータス・コンサルティング 

東京都港区   代表取締役 野口 真人 

b.弁護士・登記関連費用 3,000,000円 

c.その他諸費用 1,000,000円 

３．登記関連費用については、本新株予約権の全てが行使された場合の総額であり、本新

株予約権の行使期間中に行使が行われない場合又は当社が取得した本新株予約権を消

却した場合には減少いたします。 
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（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期 

① シグナル伝達阻害剤開発プロジェクトにおける研究

開発費 
204 

② 事業運転資金 204 

平成 25 年１月～ 

平成 25 年 12 月 

  

① シグナル伝達阻害剤開発プロジェクトにおける研究開発費の主な内訳 

産学官連携講座にかかる共同研究費 36 百万円、人件費 104 百万円、消耗品費 15 百万円、外注費 10

百万円等 

 

② 事業運転資金の主な内訳 

人件費 117 百万円、支払手数料 29 百万円等 

 

「（１）調達する資金の額（差引手取概算額）」に記載の差引手取概算額については、上記の通り支

出する予定であり、支出時期までの資金管理については、銀行預金等の安定的な金融資産で運用する

予定です。 

 なお、上記資金使途は平成25年12月期までの資金使途の内訳を記載したものでありますが、本新株

予約権の行使状況により資金調達額や調達時期が決定されることから、上記資金使途の内訳について

は変更する可能性があります。新株予約権の行使による払込みは、原則として新株予約権者の判断に

よるため、新株予約権の行使により調達する差引手取概算額は、新株予約権の行使状況により決定さ

れます。本契約には、当社による行使指示条項が定められておりますが、当該指示を行うためには市

場における当社株価が行使価額を一定程度上回る必要が生じます。従いまして、市場における当社株

価の動向によりましては本新株予約権の全部又は一部が行使されない可能性を含んでおります。この

ように本新株予約権の全部又は一部が行使されない場合においては、平成25年12月期以降において、

資金不足となり研究開発活動等の事業継続に支障が生じることが想定されるため、それまでの間に資

金調達の実施若しくは事業計画の見直しを行う予定でおります。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、この度調達した資金により、新規開発品の継続的な開発によるパイプラインの拡充を通じ

て中長期的な企業価値の向上を図ることを目的としており、かかる資金使途は合理的であると判断し

ております。従いまして、今回の資金調達は、中長期的な企業価値の向上により既存株主の皆様の利

益にも資するものと考えております。 
 

５．発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

本新株予約権の発行価格については、本新株予約権の発行要項及び本契約に定められた諸条件を考

慮し、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを基礎とした第三者評価機関

である株式会社プルータス・コンサルティングによる評価書を参考に、本新株予約権の１個当たりの

払込金額を 6,297 円といたしました。 

また、本新株予約権の行使価額は、本新株予約権発行に係る取締役会決議日の前取引日(平成 23 年

９月 14 日)の JASDAQ 市場における普通取引の終値 153 円を参考として１株 138 円（乖離率△9.80％）

に決定いたしました。行使価額の決定については、当社の業績動向、財務状況、株価動向等を勘案し

割当予定先と協議した上で総合的に判断いたしました。 

なお、本新株予約権の行使価額の当該直前営業日までの１か月間の終値平均 159 円に対する乖離率

は△13.21％ですが、当該直前営業日までの３か月間の終値平均 167 円に対する乖離率は△17.37％、

当該直前営業日までの６か月間の終値平均 155 円に対する乖離率は△10.97％となっております。本新
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株予約権の行使価額の算定方法について、取締役会決議日の前日終値を参考値として採用いたしまし

たのは、ユーロ圏の金融財政不安や米国の連邦債務問題、急激な円高の進行による影響に加え平成 23

年３月 11 日に生じた東日本大震災により、日本の株式市場全体が停滞しており、また、今後、引き続

き停滞する状況は予想できても、回復基調になることを予想できない状況、あるいは回復するとして

も何時頃になるのかを合理的に見込めない状況にあることから、取締役会決議日の前日終値に形成さ

れている株価が、直近の市場価格として、当社の株式価値をより適正に反映していると判断したため

であります。また、この行使価額は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に

準じております。また、これにより算定した発行価格については、会社法第 238 条第３項第２号に規

定されている特に有利な金額には該当しないと判断しております。 

当該判断に当たっては、前述の通り第三者評価機関による評価書を参考にしております。また、当

社監査役全員より、払込金額が特に有利な金額には該当しないとの取締役会の判断を相当とする旨の

意見書を入手しております。 

以上から、本新株予約権の発行価格については、会社法第 238 条第３項第２号に規定されている特

に有利な金額には該当しないと判断しております。 

 

（２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権の行使により発行される株式総数は、本新株予約権 3,000,000 株であり、平成 23 年

６月末日現在の当社発行済株式総数 17,318,900 株に対し、本新株予約権 17.32％（平成 23 年６月末

日現在の当社議決権個数 173,181 個に対しては 17.32％）に相当し、これによって１株当たりの株式

価値が希薄化します。 

これにより既存株主の皆様におきましては、株式持分及び議決権比率が低下いたします。また、１

株当たり純資産額が低下するおそれがあります。 

しかしながら、前述の通り、現在のように厳しい経営環境の中でも研究開発を推進するためには、

当該事業資金の確保は必要であり、また将来において継続的安定的に収益を計上する企業へとなるた

めには、当該規模の資金調達は必要であると考えております。 

当社の過去３期の１株当たり当期純利益は、平成22年 12月期△24.18円、平成21年 12月期△29.19

円、平成 20 年 12 月期△29.76 円と、いずれもマイナスに留まっております。調達した資金をシグナ

ル伝達阻害剤開発プロジェクトに集中して投下し、パイプラインの拡充による企業価値の拡大を図る

とともに、ライセンスアウト済パイプラインの順調な臨床試験の進捗によるマイルストーン収入の獲

得及び、上市後のロイヤリティ収入の獲得による経常的な収益を将来的に確保することにより、 終

損益の黒字転換を果たし、１株当たり当期純利益の改善を図ることが可能であると考えております。 

前述の「２．募集の目的及び理由（３）本新株予約権の特徴について」に記載の通り、取得条項に

基づき一定条件を満たせば残存する新株予約権の全部又は一部を当社が取得できることから、株式の

急激な希薄化を抑制することが可能であり、当社が期待する企業価値向上に繋がる第三者割当増資等

その他の資金調達方法が見つかるなどした場合は、その時点で残存する新株予約権を取得する予定で

あります。 

従いまして、当社といたしましては、本新株予約権の発行が、既存株主の皆様の保有している株式

の経済的価値を必ずしも毀損するものではないと判断しております。 
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６．割当予定先の選定理由等 

（１）割当予定先の概要（平成 23 年９月 15 日現在） 

① 名 称 マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社 

② 所 在 地 東京都港区赤坂二丁目１７番２２号 

③ 代表者の役職及び氏名 代表取締役社長 浦谷 元彦 

④ 事 業 内 容 投資事業 

⑤ 資 本 金 10 百万円 

⑥ 設 立 年 月 日 平成 21 年２月９日 

⑦ 発 行 済 株 式 数 200 株 

⑧ 決 算 期 １月 

⑨ 従 業 員 数 ２人 

⑩ 主 要 取 引 先 みずほ証券株式会社、株式会社ＳＢＩ証券 

⑪ 主 要 取 引 銀 行 株式会社みずほ銀行 

⑫ 大株主及び持株比率 浦谷 元彦 100％ 

⑬ 当 事 会 社 間 の 関 係  

 

 

 

資 本 関 係 
当社と当該会社及びその支配株主との間には、記載すべき資本関係

はありません。なお、当社には支配株主及び関係会社はありません。

 

 

 

人 的 関 係 
当社と当該会社及びその支配株主との間には、記載すべき人的関係

はありません。なお、当社には支配株主及び関係会社はありません。

 

 

 

取 引 関 係 
当社と当該会社及びその支配株主との間には、記載すべき取引関係

はありません。なお、当社には支配株主及び関係会社はありません。

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は、当社の関連当事者には該当しません。また、当該会社

の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

⑭ 近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 21 年１月期 平成 22 年１月期 平成 23 年１月期 

 純 資 産 － △51 2

 総 資 産 － 271 817

 １ 株 当 た り 純 資 産 ( 円 ) － △258,390 10,568

 売 上 高 － 768 2,532

 営 業 利 益 － △32 386

 経 常 利 益 － △32 386

 当 期 純 利 益 － △61 53

 １株当たり当期純利益(円) － △308,390 268,959

 １ 株 当 た り 配当金(円) － － －

（単位：百万円。特記しているものを除く。）
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※割当予定先、当該割当予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等とは一切関係が

ないことを独自に専門の調査機関（株式会社トクチョー 東京都千代田区）に調査を依頼し、確認し

ており、その旨の確認書を株式会社大阪証券取引所に提出しています。 

 

（２）割当予定先を選定した理由 

マイルストーン社を今回の割当予定先として選定いたしました理由は、以下の通りであります。 

当社はこれまでも、事業の進捗を図るため必要となる資金の調達方法について、どのような方法が

当社にとって 良の資金調達方法であるかを検討してまいりました。また、割当予定先の選定にあた

っては、第一に純投資を目的として、当社の事業内容や中長期事業計画について当社の経営方針を尊

重していただけること、第二に 終的に市場で売却することにより流動性向上に寄与していただける

ことを優先し、資金調達が適時に行われること、必要な資金が確保できる可能性が高いことを前提と

して、複数の割当予定先となり得る事業会社、投資会社等との協議・交渉を進めてまいりました。 

このような検討を経て、当社は、平成23年９月15日開催の取締役会決議においてマイルストーン社

を割当予定先とする第三者割当の方法による新株予約権の発行を行うことといたしました。マイルス

トーン社は、平成21年２月に、代表取締役の浦谷元彦氏により設立された、東京に拠点を置く投資事

業を目的とした株式会社であります。また、同社は、既に日本の上場企業数社で新株予約権の引受の

実績があり、払込みも確実に行っております。開示資料を元にマイルストーン社の投資実績を集計い

たしますと、同社は設立以降本日現在までの約２年８ヶ月で、当社を除く上場企業13社に対して、第

三者割当による株式及び新株予約権の引受け並びに新株予約権の行使で約28億円の払込みを行ってい

る実績があります。 

マイルストーン社がこれまで引き受けた新株予約権は、すべて行使価額と目的株式数が固定された

新株予約権であり、実質的に行使可能となるのは株価が新株予約権の権利行使価額を上回る場合に限

られます。 

従って、当社においては、研究開発活動の着実な推進によるパイプラインの拡充を進めるとともに、

積極的なＩＲ活動の実施を継続することで、企業価値の拡大及び認知向上を図り、株価が新株予約権

の行使価額を上回ることで本資金調達が円滑に達成できるよう努めてまいります。 

本新株予約権のスキーム並びにマイルストーン社の組合せは、「２．募集の目的及び理由（２）本資

金調達の方法を選択した理由」にも記載した通り、当社が検討した資金調達方法の中でもっとも資金

調達の可能性が高いものであり、マイルストーン社からご提案いただいた本新株予約権は、既存株主

の皆様の株主価値の希薄化の制御を図ることができる一方で、本契約においては、一定の場合には当

社が割当予定先に対して一定割合の行使指示が可能となる条項が規定されるなど、当社が採り得る当

社の資金調達の前提を満たしうる資金調達方法として、もっとも適した条件であると判断いたしまし

た。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

保有方針に関して特段の取り決めはありませんが、マイルストーン社からは、当社の企業価値向上

を目指した純投資である旨の意向を表明していただいており、本新株予約権の行使により交付を受け

ることとなる当社普通株式については、市場動向を勘案しながら売却する方針と伺っております。 

 

 

（４）割当予定先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

当社は、マイルストーン社より、引受けに係る払込みを行うことが十分に可能である資金を保有し

ている事を表明及び保証した書面を受領しております。また、 近の財産状態の説明を聴取、預金口

座の通帳の写しを確認しており、払込みに要する財産の存在について確認しております。 

当社は、平成 22 年２月１日から平成 23 年１月 31 日に係るマイルストーン社の第２期事業報告書を

受領し、その損益計算書により、当該期間の売上高が 25 億 32 百万円、営業利益が３億 86 百万円、経
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常利益が３億 86 百万円、当期純利益が 53 百万円であることを確認し、また、貸借対照表により、平

成 23 年１月 31 日現在の現金及び預金が３億８百万円であり、一方、長期借入金が３億 59 百万円であ

ることを確認いたしました。なお、長期借入金の３億 59 百万円については、マイルストーン社の代表

取締役である浦谷元彦氏よりの借入金であることを聴取により確認いたしました。また、当社はマイ

ルストーン社の預金口座の通帳の写しを受領し、平成 23 年９月９日現在の預金残高が３億 42 百万円

であることを確認し、払込みに必要な財産の存在を確認いたしました。当社が、マイルストーン社が

本新株予約権の権利行使に係る資金を保有していると判断した理由といたしましては、財務諸表の各

数値により財務の健全性が確認されたこと及び本新株予約権の行使に必要な現金及び預金を保有して

いることを確認できたことによるものであります。また、マイルストーン社について、当社が払込資

金として十分と判断するに至った金額の 低目安は、行使制限条項として付した、「本新株予約権の発

行決議日（平成 23 年９月 15 日）時点における当社発行済株式総数（17,318,900 株）の 10％（1,731,890

株）を超える部分に係る新株予約権の行使はできない」という設計に依拠しており、当該金額は、約

239 百万円（1,731,890 株×行使価額 138 円）であります。 

本新株予約権の行使に当たっては、マイルストーン社は、基本的に新株予約権の行使を行い、下記

株式貸借契約に基づいて借り受けた当社株式を市場で売却すること（所謂、つなぎ売り）により、資

金を回収するという行為を繰り返して行うことが予定されているため、一時に大量の資金が必要にな

ることはなく、また、その円滑な実施のために、当社の代表取締役社長である日高有一との間で、当

社株式の貸借契約を締結します。なお、マイルストーン社は、当社以外の会社の新株予約権も引き受

けておりますが、それらの会社においても当社と同様のスキームで、新株予約権の行使により取得し

た当該会社の株式を売却することにより、新たな新株予約権の行使に必要な資金を調達することが可

能である旨を、聴取により確認しております。以上より、当社は、割当予定先が本新株予約権の発行

価額総額の払込みに要する金額を有しているものと判断いたしました。 

 

（５）株式貸借に関する契約 

マイルストーン社は、当社の代表取締役社長である日高有一との間で、平成 23 年９月 15 日から平

成 25 年 10 月２日までの期間において当社普通株式 500,000 株を借り受ける株式貸借契約（株式の消

費貸借契約）を平成 23 年９月 15 日付で締結しております。なお、株式貸借の対象となる株式数の

500,000 株は、株式貸借の当事者間において、当社普通株式の出来高、行使指示条項、つなぎ売りの

期間等を総合的に判断して合意された株数であると伺っております。また、マイルストーン社は、当

社普通株式の株価及び出来高の状況に応じて、追加で当社普通株式を借り受け、または一部の株式を

返還する可能性はありますが、現時点において具体的な取り決めはないとのことです。 

なお、当該株式貸借契約において、マイルストーン社は、同社が借り受ける当社普通株式の利用目

的を、同社が本新株予約権の行使の結果保有することとなる当社普通株式の数量の範囲内において、

市場で売却すること（つなぎ売り）に限る旨合意しております。 

 

（６）その他重要な契約等 

当社がマイルストーン社との間で締結した本契約を除き、今回当社が発行する本新株予約権に関

し、割当予定先との間において締結した重要な契約はありません。 
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７．募集後の大株主及び持株比率 

募集前（平成 23 年６月 30 日現在） 

日高 弘義 19.11％

日高 有一 10.97％

若狭 壮行 10.39％

日高 邦江 8.08％

大阪証券金融株式会社 4.15％

ジーブイシーヨンゴウリミテッドパートナーシップ 常任代理人グローバルベン

チャーキャピタル株式会社 

3.25％

日高 万由子 2.89％

ジャフコＶ２共有投資事業有限責任組合 2.65％

投資事業組合ＮＦＰ－ＡＦ１号 1.05％

小張 淑男 0.95％

（注）１．上記の割合は、少数点以下第３位を四捨五入して算出しております。 

２. 募集前の大株主及び持株比率は、平成 23 年６月 30 日時点の株主名簿に基づき記載してお

ります。なお、現在（平成 23 年９月 15 日）の発行済株式総数は、17,318,900 株でありま

す。 

３. 今回発行される本新株予約権は、行使までは潜在株式として割当予定先にて保有されます。

行使期間は平成 25 年 10 月２日までの発行後２年間であります。今後割当予定先によるそ

れらの行使状況及び行使後の株式保有状況に応じて、大株主及び持株比率の状況が変動い

たします。 

４. 本新株予約権発行後の割当予定先によるそれらの行使状況及び行使後の株式保有状況につ

いては、現時点では未確定のため、割当後の大株主及び持株比率は表示しておりません。 

 

８．今後の見通し 

現在のところ、平成 23 年８月 11 日に発表いたしました平成 23 年 12 月期の通期業績予想に変更は

ありません。 

また、本新株予約権が行使され、調達資金の使途に従い業務を遂行することにより業績への影響が

生じた場合は、直ちに開示いたします。 

 

（企業行動規範上の手続き） 

・ 企業行動規範上の手続きに関する事項 

本件第三者割当は、① 希薄化率が 25％未満であること、② 支配株主の異動を伴うものではないこ

と（新株予約権又は取得請求権すべてが権利行使された場合であっても、支配株主の異動が見込まれ

るものではないこと）から、株式会社大阪証券取引所の定める「上場会社の企業行動に関する規範」

第２条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 
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９．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（単位：千円） 

 平成 20 年 12 月期 平成 21 年 12 月期 平成 22 年 12 月期 

売 上 高 37,500 ─ ─

営 業 利 益 △354,004 △348,079 △409,908

経 常 利 益 △356,145 △391,289 △407,881

当 期 純 利 益 △358,283 △392,883 △418,396

１株当たり当期純利益（円） △29.76 △29.19 △24.18

１株当たり配当金（円） - - -

１株当たり純資産（円） 35.31 80.21 55.85

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 23 年９月 15 日現在） 

種    類 株  式  数 発行済株式数に対する比率

発 行 済 株 式 数 17,318,900 株 100％

現時点の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
925,000 株 5.34％

下限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％

上限値の転換価額（行使価額）

に お け る 潜 在 株 式 数 
―株 ―％

（注）上記潜在株式数は全てストックオプションによるものです。 

 

（３）最近の株価の状況 

①最近３年間の状況 

 平成 20 年 12 月期 平成 21 年 12 月期 平成 22 年 12 月期 

始  値 ─ 315 円 214 円

高  値 ─ 483 円 314 円

安  値 ─ 202 円 109 円

終  値 ─ 211 円 139 円

(注)当社は平成 21 年 10 月にジャスダック証券取引所 NEO（現 大阪証券取引所 JASDAQ 市場）に株式

を上場しております。 

 

②最近６か月間の状況 

 平成 23 年 

３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

始  値 137 円 98 円 124 円 197 円 169 円 180 円

高  値 148 円 129 円 308 円 228 円 197 円 262 円

安  値 59 円 90 円 104 円 158 円 147 円 150 円

終  値 96 円 129 円 197 円 169 円 150 円 161 円

 

③発行決議日前日における株価 

 平成 23 年９月 14 日現在

始  値 158 円

高  値 158 円

安  値 152 円

終  値 153 円
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（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

・公募増資 

発 行 期 日 平成 21 年 10 月 22 日 

調 達 資 金 の 額 787,400,000 円（発行価額：266.80 円）（差引手取概算額） 

発 行 価 額 １株につき 266.80 円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
13,710,500 株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
3,000,000 株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
16,710,500 株 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
パイプライン拡充のための研究開発費に全額充当 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成 21 年 10 月～平成 24 年 12 月 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
当初の資金使途に従い充当しております。 

 

 

・第三者割当増資 

発 行 期 日 平成 21 年 11 月 24 日 

調 達 資 金 の 額 150,315,120 円（差引手取概算額 149,552,120 円） 

発 行 価 額 １株につき 266.80 円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
16,710,500 株 

当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
563,400 株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
17,273,900 株 

割 当 先 野村證券株式会社 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
パイプライン拡充のための研究開発費に全額充当 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成 21 年 10 月～平成 24 年 12 月 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
当初の資金使途に従い充当しております。 

 

・株式公開以前のファイナンス 

発 行 期 日 平成 21 年７月 24 日 

調 達 資 金 の 額 400,000,000 円（差引手取概算額 398,550,000 円） 

発 行 価 額 １株につき 250 円 

募 集 時 に お け る 

発 行 済 株 式 数 
12,110,500 株 
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当 該 募 集 に よ る 

発 行 株 式 数 
1,600,000 株 

募 集 後 に お け る 

発 行 済 株 式 総 数 
13,710,500 株 

割 当 先 

ＳＢＩライフサイエンス・テクノロジー投資事業有限責任組合  

ジャフコＶ２共有投資事業有限責任組合  

ＳＢＩライフサイエンス・テクノロジー２号投資事業有限責任組合  

安田企業投資４号投資事業有限責任組合 

みえ新産業創造第２号投資事業有限責任組合  

がんばれ東海第１号投資事業有限責任組合  

ジャフコＶ２―Ｗ投資事業有限責任組合  

ジャフコＶ２－Ｒ投資事業有限責任組合  

ＧＶＣ４号リミテッドパートナーシップ  

河合昭好 

発 行 時 に お け る 

当 初 の 資 金 使 途 
パイプライン拡充のための研究開発費及び事業運営資金に全額充当 

発 行 時 に お け る 

支 出 予 定 時 期 
平成 21 年７月～平成 22 年 12 月 

現 時 点 に お け る 

充 当 状 況 
当初の資金使途に従い充当済です 

 

10．本新株予約権発行要項 

 

株式会社デ・ウエスタン・セラピテクス研究所第６回新株予約権 

 

発行要項 

 

１. 新株予約権の名称 株式会社デ・ウエスタン・セラピテクス研究所第６回新株予約権（以下「本新株予

約権」という｡） 

 

２. 本新株予約権の払込金額の総額 金 1,889,100 円 

 

３. 申込期日 平成 23 年 10 月３日 

 

４. 割当日及び払込期日 平成 23 年 10 月３日 

 

５. 募集の方法 第三者割当ての方法により、マイルストーン・キャピタル・マネジメント株式会社に割当

てる。 

 

６. 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

(1) 本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式 3,000,000 株とする（本新株予約

権１個当たりの目的である株式の数（以下「割当株式数」という。）は 10,000 株とする｡）。但し、本

項第(2)号及び第(3)号により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総

数は調整後割当株式数に応じて調整されるものとする。 

(2) 当社が第 10 項の規定に従って行使価額（第９項に定義する｡）の調整を行う場合には、割当株式数
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は次の算式により調整される。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる

算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第 10 項に定める調整前行使価額及び調整後行使

価額とする。 

調整前割当株式数 × 調整前行使価額 
調整後割当株式数 ＝ 

調整後行使価額 

(3) 調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由に係る第 10 項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調

整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。 

(4) 割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開始日の前日までに、本新株予

約権者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその

適用開始日その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日までに上記通知を行うこと

ができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。 

 

７. 本新株予約権の総数 300 個 

 

８. 本新株予約権１個あたりの払込金額 金 6,297 円 

 

９. 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又はその算定方法 

(1) 各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に割当株式数を

乗じた額とする。 

(2) 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株あたりの出資され

る財産の価額(以下「行使価額」という。)は、138 円とする。但し、行使価額は第 10 項の定めるとこ

ろに従い調整されるものとする。 

 

10. 行使価額の調整 

(1) 当社は、当社が本新株予約権の発行後、下記第(2)号に掲げる各事由により当社の普通株式数に変更

を生じる場合又は変更を生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」と

いう｡）をもって行使価額を調整する。 

    新発行・処分
株 式 数 × １株あたり 

払 込 金 額 既発行
株式数 ＋

１株あたりの時価 調 整 後
行使価額 ＝ 調 整 前

行使価額 ×
既発行株式数 ＋ 新発行・処分株式数 

 

(2) 行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に

定めるところによる。 

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の

保有する当社普通株式を処分する場合（無償割当てによる場合を含む｡）（但し、新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む｡）の行使、取得請求権付株式又は取得条項付株式の取得、その

他当社普通株式の交付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場合、及び会社分

割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付する場合を除く｡） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその 終日とし、無償割当

ての場合はその効力発生日とする｡）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを受け

る権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

② 株式の分割により普通株式を発行する場合 

調整後行使価額は、株式の分割のための基準日の翌日以降これを適用する。 

③ 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を交付する定めのある取得請

求権付株式又は本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付を請求
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できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む｡）を発行又は付与する場合 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又は新株予約権の全部が当初の条

件で行使されたものとみなして行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予約

権の場合は割当日)以降又は（無償割当ての場合は）効力発生日以降これを適用する。但し、株主に

割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合には、その日の翌日以降これを適用する。 

④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含

む｡）の取得と引換えに本項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式を交付する

場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降これを適用する。 

⑤ 本項第(2)号①から④までの各取引において、株主に割当を受ける権利を与えるための基準日が設

定され、かつ各取引の効力の発生が当該基準日以降の株主総会又は取締役会その他当社の機関の承

認を条件としているときには本項第(2)号①から④にかかわらず、調整後転換価額は、当該承認があ

った日の翌日以降、これを適用する。 

この場合において当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに、本新株予約権を行使

した本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社普通株式を交付するものとする。 

（調整前行使価額－調整後行使価額） ×

調整前行使価額により当該期

間内に交付された株式数 株式数 ＝ 

調整後行使価額 

この場合に１株未満の端数を生じるときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(3) 行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどま

る場合は、行使価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行

使価額を調整する場合には、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差

額を差し引いた額を使用する。 

(4)  

① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるもの

とする。 

② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ 45 取引日目に

始まる 30 取引日（終値のない日を除く｡）の株式会社大阪証券取引所 JASDAQ 市場（グロース）（以

下「JASDAQ 市場」という。）における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値とする。この場

合、単純平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。 

③ 行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日があ

る場合はその日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月

前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を

控除した数とする。 

(5) 上記第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な

行使価額の調整を行う。 

① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要

とするとき。 

② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調

整を必要とするとき。 

③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出に

あたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

(6) 行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権

者に対し、かかる調整を行う旨並びにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、上記通知を行うことができない場合には、適用開始日

以降速やかにこれを行う。 
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11. 本新株予約権の行使期間 

平成 23 年 10 月３日から平成 25 年 10 月２日（但し、平成 25 年 10 月２日が銀行営業日でない場合に

はその前銀行営業日）までの期間とする。但し、第 14 項に定める組織再編成行為をするために本新株予

約権の行使の停止が必要である場合は、それらの効力発生日から 14 日後以内の日に先立つ 30 日以内の

当社が指定する期間は、本新株予約権を行使することはできない。この場合は、行使を停止する期間そ

の他必要な事項を、当該期間の開始日の１ヶ月前までに通知する。 

 

12. その他の本新株予約権の行使の条件 

(1) 本新株予約権の行使によって行使にかかる本新株予約権の新株予約権者が保有することとなる当

社株式総数が、本新株予約権の発行決議日（平成 23 年９月 15 日）時点における当社発行済株式総

数（17,318,900 株）の 10%（1,731,890 株）(但し、第 10 項第(2）号記載の行使価額の調整事由が生

じた場合には適切に調整される。）を超えることとなる場合の、当該 10%(但し、第 10 項第(2）号記

載の行使価額の調整事由が生じた場合には適切に調整される。）を超える部分に係る新株予約権の行

使はできない。 

(2) 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。 

(3) 各本新株予約権の一部行使はできない。 

 

13. 新株予約権の取得事由 

本新株予約権の割当日から３ヶ月を経過した日以降いつでも、当社は取締役会により本新株予約権を

取得する旨及び本新株予約権を取得する日（以下「取得日」という。）を決議することができる。当社は、

当該取締役会決議の後、取得の対象となる本新株予約権の新株予約権者に対し、取得日の通知又は公告

を当該取得日の 20 営業日前までに行うことにより、取得日の到来をもって、本新株予約権１個につき本

新株予約権１個当たりの払込価額と同額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を取得

することができる。 

 

14. 合併、会社分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付 

当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収

分割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社と

なる株式移転（以下「組織再編成行為」と総称する。）を行う場合は、当該組織再編成行為の効力発生日

の直前において残存する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収

分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社（以下「再編当事

会社」と総称する。）は以下の条件に基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交付

するものとする。 

(1) 新たに交付される新株予約権の数 

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調

整する。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。 

(2) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類 

再編当事会社の同種の株式 

(3) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法 

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。 

(4) 新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

組織再編成行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。 

(5)新たに交付される新株予約権に係る行使可能期間、当該新株予約権の行使により株式を発行する場

合における増加する資本金及び資本準備金、再編当事会社による当該新株予約権の取得、組織再編成
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行為の場合の新株予約権の交付、新株予約権証券及び行使の条件 

第 11 項ないし第 14 項、第 16 項及び第 17 項に準じて、組織再編成行為に際して決定する。 

(6) 新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限 

新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の承認を要す

る。 

 

15. 新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

 

16. 新株予約権証券の発行 

当社は、本新株予約権にかかる新株予約権証券を発行しない。 

 

17. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未

満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本

金の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。 

 

18．本新株予約権の行使指示 

当社は、裁量により、新株予約権者に 10 日以内に行使すべき本新株予約権数を行使指示することがで

きる。 

各行使指示は、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の JASDAQ 市場における当社普通

株式の普通取引の終値単純平均が本新株予約権の行使価額（138 円）の 115％（158 円）を超過した場合

に、発行要項に従い定められる本新株予約権１個の目的である株式の数に行使を指示する本新株予約権

の個数を乗じた株式数が、条件成就の日の JASDAQ 市場における当社株式の出来高の 15％にもっとも近似

する株式数となる個数を上限として行われる。 

 また、当日を含めた５連続取引日（終値のない日を除く。）の JASDAQ 市場における当社普通株式の普

通取引の終値単純平均が本新株予約権の行使価額の 130％（179 円）を超過した場合には、発行要項に従

い定められる本新株予約権１個の目的である株式数に行使を指示する本新株予約権の個数を乗じた株式

数が、条件成就の日の JASDAQ 市場における当社株式の出来高の 20％にもっとも近似する株式数となる個

数を上限として行われる。 

  

19. 新株予約権の行使請求の方法 

(1) 本新株予約権を行使請求しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、自己の氏名

又は名称及び住所、自己のために開設された当社普通株式の振替を行うための口座（社債、株式等の

振替に関する法律（以下「振替法」という。）第 131 条第３項に定める特別口座を除く。）のコードそ

の他必要事項を記載してこれに記名捺印したうえ、第 11 項に定める行使期間中に第 21 項記載の行

使請求受付場所に提出しかつ、かかる行使請求の対象となった本新株予約権の数に行使価額を乗じた

金額（以下「出資金総額」という。）を現金にて第 22 項に定める払込取扱場所の当社が指定する口座

（以下「指定口座」という。）に振り込むものとする。 

(2) 本項に従い行使請求を行った者は、その後これを撤回することはできない。 

(3) 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に要する書類が行使請求受付場所に到着し、かつ当該

本新株予約権の行使に係る出資金総額が指定口座に入金された場合において、当該行使請求書にかか

る新株予約権行使請求取次日に発生する。 

 

20. 株式の交付方法 
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当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後速やかに振替法第 130 条第１項に定めるところに従い、

振替機関に対し、当該新株予約権の行使により交付される当社普通株式の新規記録情報を通知する。 

 

21. 行使請求受付場所 

株式会社デ・ウエスタン・セラピテクス研究所 総務管理部 

 

22. 払込取扱場所 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 名古屋駅前支店 

 

23. 本新株予約権の払込金額及びその行使に際して出資される財産の価額の算定理由 

本新株予約権の行使価額その他本新株予約権の内容及び本新株予約権を引き受けようとする者との間

で締結される第三者割当契約の諸条件を考慮して、一般的な価格算定モデルであるモンテカルロ・シミ

ュレーションによる算定結果を参考に、本新株予約権１個当たりの払込金額を 6,297 円とした。さらに、

本新株予約権の行使に際して払込みをなすべき額は第９項記載の通りとし、行使価額は、当該発行に係

る取締役会決議日の前取引日（平成 23 年９月 14 日）の JASDAQ 市場における当社普通株式の終値 153 円

に 0.9 を乗じて得た金額を基に決定した。 

 

24. その他 

(1) 会社法その他の法律の改正等、本要項の規定中読み替えその他の措置が必要となる場合には、当社

は必要な措置を講じる。 

(2) 上記のほか、本新株予約権の発行に関して必要な事項の決定については、当社代表取締役社長に一

任する。 

(3) 本新株予約権の発行については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とする。 

 

以 上 

 


